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越谷市高度利用地区指定方針及び指定基準 

１．指定方針 

高度利用地区は都市の合理的土地利用計画に基づき、建築物の敷地等の統合

を促進し、小規模建築物の建築を抑制するとともに建築物の敷地内に有効な空

地を確保することにより、用途地域内の土地の合理的かつ健全な高度利用と都

市機能の更新を図ることを目的として指定する。 

２．指定基準等 

（１）高度利用地区の指定対象区域 

 第一種低層住居専用地域及び第二種低層住居専用地域以外の用途地域が指定

されている地域のうち、次の１かつ２に該当する区域内に指定する。 

１ 次のいずれかに該当する高度利用を図るべき区域内であること。 

① 枢要な商業用地、業務用地又は住宅用地として土地の高度利用を図るべき

区域であって、現存する建築物の相当部分の容積率が都市計画で指定されて

いる容積率より著しく低い区域 

② 土地利用が細分化されていること、公共施設の整備が不十分なこと等によ

り土地の利用状況が著しく不健全な地区であって、都市環境の改善上又は災

害の防止上土地の高度利用を図るべき区域 

③ 都市基盤整備が高い水準で整備されており、かつ、高次の都市機能が集積

しているものの、建築物の老朽化又は陳腐化が進行しつつある区域であって、

建築物の建替えを通じて都市機能の更新を誘導する区域 

④ 大部分が第一種中高層住居専用地域及び第二種中高層住居専用地域内に存

し、かつ、大部分が建築物その他の工作物の敷地として利用されていない区

域で、その全部又は一部を中高層の住宅用地として整備する区域 

⑤ 高齢社会の進展等に対応して、高齢者をはじめとする不特定多数の者が円

滑に利用できるような病院、老人福祉センター等の建築物を整備すべき区域

であって、建築物の建替え等を通じた土地の高度利用により都市機能の更

新・充実を誘導する区域 

⑥ ①から⑤に掲げるもののほか、土地の合理的かつ健全な高度利用と都市機

能の更新を図るべき区域 

２ 次のいずれかに該当する位置付けがなされている区域内であること。 

① 都市再開発方針等の都市計画に定められた都市再開発の方針で、再開発促

進地区として位置付けられている区域 

② 市街地再開発事業の都市計画が定められている区域（同時に定める場合を

含む。） 

③ 地区計画等が定められている区域（同時に定める場合を含む。）で、土地の

高度利用を図るべき地区として位置付けられている区域 



④ 上位計画等において土地の高度利用を図るべき地区として位置付けられて

いる区域 

（２）指定要件 

① 地区の規模 

高度利用地区の規模は、おおむね０．５ha 以上とする。ただし、市街地再開

発事業を施行する地区にあっては、おおむね０．２ha 以上とすることができる。 

② 地区の境界 

高度利用地区の境界は、原則として道路、河川その他明確な地形、地物によ

るものとし、これがない場合には地区計画等の都市計画により、該当する境界

部に沿って４ｍ以上の有効な公共空地等を地区施設として定めて、それを地区

の境界とする。 

なお、公共空地等の確保が困難な場合にあっては、建築物の立地による圧迫

感を防止するため、地区計画等の都市計画により、該当する境界部に沿って４

ｍ以上の壁面の位置の制限を定めるものとする。 

③幹線道路等の公共施設 

高度利用地区の区域が接する道路は、高度利用を図るための必要な幹線道路

等の公共施設として、原則として幅員８ｍ以上の道路が整備されており、他の

道路に有効に接続していること。ただし、計画道路の整備により、他の道路に

有効に通じることが確実なときは、当該計画道路を主要道路とみなすことがで

きる。 

④壁面の位置の制限 

 高度利用地区には、道路境界線から１．５ｍ以上の壁面の位置の制限を定め

るものとする。 

３．容積率の緩和の基準 

建ぺい率の最高限度の低減並びに壁面の位置の制限又は広場等の確保による

容積率の緩和は次のとおりとする。 

① 次に該当する場合は、基準容積率を５０％緩和する。 

 建ぺい率の最高限度を指定建ぺい率から１０％又は２０％減じた数値に定め

る場合 

② 次のア、イのいずれかに該当する場合は、基準容積率を１００％緩和する。 

ア ①に該当し、かつ壁面の位置の制限により、道路に接して、幅員４ｍ以上

（歩道と一体として確保される場合又は主要な歩行者導線として想定する必

要のない場合は２ｍ以上）の空地が確保される場合 

イ 建ぺい率の最高限度を指定建ぺい率から３０％減じた数値以下に定める場 

 合 



③ 次のア、イのいずれかに該当する場合は、基準容積率を１５０％緩和する。 

ア ②アに該当し、かつ広場等の有効な空地が確保される場合 

イ ②イに該当し、かつ壁面の位置の制限により、道路に接して、幅員４ｍ以

上（歩道と一体として確保される場合又は主要な歩行者道線として想定する

必要のない場合は２ｍ以上）の空地が確保される場合 

４．その他の限度 

① 容積率の最低限度 

容積率の最低限度は、原則として基準容積率の３分の１以上となるように定

めるものとする。 

② 建築物の建築面積の最低限度 

 原則として２００㎡以上となるよう定めるものとする。 

５．留意事項 

①建ぺい率の最高限度 

高度利用地区の建ぺい率の最高限度について、建築基準法（以下「基準法」

という。）第５３条第３項各号のいずれかに該当する建築物又は第５３条第５項

第１号に該当する建築物にあっては、１０％（１／１０）を加えた数値とする

ものとし、計画書にその旨記載する。 

②総合設計制度等 

 原則として、高度利用地区により定める容積率の最高限度を基準として、基

準法第５２条又は同法第５９条の２に基づく容積率の緩和は行わないものとす

る。なお、高度利用地区で定められた容積率の最高限度を超えて、基準法に基

づく容積率の緩和を行うには、計画書にその旨が記載されていなければならな

いものとする。 

③道路等への影響の調査 

商業系用途地域以外の区域において、高度利用地区を指定（変更を含む。）す

る場合にあって、高度利用地区内に予定される建築物の建築（特定用途に限る。）

を行おうとする者は、予定建築物の建築により発生する交通量が周辺道路等に

与える影響等について、高度利用地区の指定（変更を含む。）に先立ち調査を行

い市長に報告書を提出しなければならないものとする。 



用語の定義 

① 基準容積率 

用途地域に係る都市計画において定められた当該地区の容積率の最高限度で、

基準法第５２条第１項第１号から第４号に規定するものをいう。 

② 指定建ぺい率 

用途地域に係る都市計画において定められた当該地区の建ぺい率の最高限度

で、基準法第５３条第１項第１号から第３号及び第５号に規定するもの並びに

同法第５３条第１項第４号に規定するものをいう。 

③ 壁面の位置の制限 

都市計画法（以下「法」という。）第８条第３項第２号チに規定する壁面の位

置の制限をいう。 

④ 壁面の位置の制限により確保する空地 

高度利用地区内に設ける壁面の位置の制限により確保する空地は、日常一般

に公開される部分で、原則として歩道状に築造するものをいう。 

⑤ 広場等（広場等の有効な空地） 

高度利用地区内の建築物の敷地に設ける空地のうち、日常一般に公開される

部分で壁面の位置の制限により確保する空地に隣接し、敷地面積の１０％以上

かつ１００㎡以上の面積を有するものをいう。 

なお、広場等として将来的な土地利用を担保するため、地区計画等の地区施

設として定めるもの又は市街地再開発事業で再開発事業計画に定めるものに限

る。 

⑥ 容積率の緩和 

容積率の最高限度を基準容積率を超えて定める場合、容積率の最高限度と基

準容積率の差をいう。 

例えば、基準容積率に５０を加えた数値を容積率の最高限度とする場合、「基

準容積率を５０％緩和する。」という。 

⑦ 地区計画等 

 法第１２条の４に規定する地区計画をいう。 

⑧ 上位計画等 

 法第６条の２に規定に基づき作成された「越谷都市計画区域の整備、開発及

び保全の方針」、法第１８条の２に規定に基づき作成された「越谷市都市計画マ

スタープラン」又は「越谷市総合振興計画」等をいう。 



⑨ 都市再開発方針等 

法第７条の２に定める方針 

⑩ 特定用途 

 駐車場法施行令第１８条に掲げる以下のものをいう。 

劇場、映画館、演劇場、観覧場、放送用スタジオ、公会堂、集会場、展示場、結

婚式場、斎場、旅館、ホテル、料理店、飲食店、待合、キャバレー、カフェー、

ナイトクラブ、バー、舞踊場、遊技場、ボーリング場、体育館、百貨店その他の

店舗、事務所、病院、卸売市場、倉庫及び工場 


